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平成１８年３月２９日
国 土 交 通 省 鉄 道 局

新幹線脱線対策に係るフォローアップについて

平成16年10月23日の新潟県中越地震において営業中の新幹線が初めて
脱線したことを踏まえ、新幹線脱線対策協議会を設置した。同協議会は
平成17年 3月30日に施設面、車両面で当面取り得る脱線対策等について
中間的なとりまとめを行った。

同とりまとめの各対策項目については、関係者が鋭意取り組んでお
り、昨年10月19日にフォローアップを行ったが、本日（ 3 月29日）開催
の協議会において、逸脱防止対策等の進捗状況について更にフォローア
ップするとともに、引き続き対策を推進していくことを確認した。

１．構造物耐震対策
（１）山岳トンネル

活断層と交差している 6 トンネルの計19箇所について、平成19年
度までに耐震対策を実施することとしている。

このうち2トンネルについては、対策が完了した。
（別紙－１）

（２）高架橋
従来から実施している高架橋柱の耐震補強実施計画については前

倒しを行い、高架下利用箇所の一部を除き概ね平成19年度までに完
了することとしており、平成17年度末の進捗率は、87％の見込みで
ある。

また、中間部付近で拘束されている高架橋柱1 3 7本については、
平成18年度までに耐震対策を実施することとしており、平成17年度
末の進捗率は、13％の見込みである。

（別紙－２）

２．地震検知・警報装置による脱線防止対策
地震検知・警報装置に係る改良に関して、警報発信時間を短縮する

ことについては、ＪＲ東海、ＪＲ西日本は平成17年度内に改良を済ま
せており、ＪＲ東日本については平成18年秋までに改良を終了する予
定である。

また、地震計の増設について、平成18年度までに各種地震計56箇所
を増設することとしており、平成17年度においては2箇所増設された。

（別紙－３）

３．逸脱防止対策
（１）逸脱防止対策の考え方

新幹線が地震に遭遇して脱線した場合にも、車両が軌道から大き
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く逸脱しないような対策を講じることにより、対向する列車との衝
突、又は堅固な構造物への衝突による被害の軽減を図る。

（２）対策の方向
これまでの技術開発により、次の２つの対策案が有力となってお

り、実用化の目途が立った段階で線区の状況に応じ、この両案を中
心に対策を講じることとする。

（ア）Ｌ型車両ガイドによる逸脱防止対策
車両側の対策としてＬ型車両ガイドを設置する。Ｌ型車両ガイ

ドが効果的に機能するよう、地上側でレール転倒防止装置の設
置、接着絶縁継目及び伸縮継目の改良を行う。

（イ）脱線防止ガードと逸脱防止ストッパによる脱線・逸脱防止対策
地上側の対策として脱線防止ガードを設置し、脱線を極力防止

するとともに、脱線した場合に車両の逸脱を防止するため、車両
側に逸脱防止ストッパを設置する。

（３）今後の実施計画
（ア）Ｌ型車両ガイドについては、平成18年度より先行的にＪＲ東日

本が試験的に営業車両へ設置する。接着絶縁継目の改良を18年度
も引き続き行う。また、レール転倒防止装置の開発及び伸縮継目
の改良を18年度の早い時期に行うことを目指す。

（イ）脱線防止ガード及び逸脱防止ストッパについては、平成18年度
より先行的にＪＲ東海が試験的に営業線及び営業車両へ設置し、
本格設置に向けた改良を行う。

（ウ）Ｌ型車両ガイドを設置した車両が、脱線防止ガードを設置した
区間を安全に走行できるための技術的方策について、引き続き検
討する。

（エ）各事業者は、それぞれの線区の状況等に応じ、上記２つの対策
を中心に対策方式を検討のうえ、本格的な導入計画を策定し、対
策の本格実施を行う。

４．調査・研究
非常ブレーキの停止距離短縮化について、架線停電検知装置を新設

することにより、地震検知によるき電停止からブレーキ指令までの時
間が、ＪＲ東日本の新幹線高速試験電車における試験の結果、１秒程
度短縮できる可能性があることを確認した。

なお、引き続き調査、研究する項目（非常ブレーキの停止距離短縮
化、早期地震検知システムの充実、構造物への衝突に対する被害軽減
策）について、関係ＪＲ各社、（財）鉄道総研及び鉄道・運輸機構が
連携を図りつつ検討を推進する。
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別紙－１

構造物耐震対策

表－１ 活断層と交差する山岳トンネルの対策

平 成 １ ７ 年 度 末 (見 込 )

注１．九州新幹線(ＪＲ九州)：対策が必要な箇所はなし。
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265４東山トンネル

着工準備中平成19年度
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別紙－２

表－２ 従来から実施している高架橋柱の耐震対策

注１．上記数字は、100本単位で整理したものである。

注２．九州新幹線(ＪＲ九州)：対策が必要な箇所はなし。

表－３ 柱の中間部付近が拘束されている高架橋柱の対策

平成１７年度末(見込)

注１．ＪＲ東日本については、当該箇所において冬季には散水融雪設備を使用していたこと

等から今後、対策に着手する予定。

注２．九州新幹線(ＪＲ九州)：対策が必要な箇所はなし。

15%20137合 計

100%14平成17年度14山陽新幹線JR西日本

19%6平成18年度32東海道新幹線JR東海

0%069上越新幹線

0%0

平成18年度

22東北新幹線

JR東日本

進捗率工事完了本数
対策完了
予定年度

本数路線名事業者名
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進捗率工事完了本数
対策完了
予定年度

本数路線名事業者名
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山陽新幹線
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－－－－－－5,000
北陸新幹線
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東北新幹線

(東京～八戸)

JR東日本

合計20年度19年度18年度

18年度以降の実施計画7～17年
度補強
済本数

耐震補
強必要
本数(A)

高架橋柱
総本数

路線名(区間)事業者名
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別紙－３

地震検知・警報装置による脱線防止対策

地震検知・警報装置に係る改良及び増設

注１．ＪＲ東日本については、改良を進めているところであるが、地震計の信頼性の向上を

図っており、システムの改良終了時期は平成18年秋となる予定。

２．ＪＲ東日本の沿線地震計は早期検知を実施（警報時間１秒）。

３．九州新幹線（ＪＲ九州）は、平成16年3月の開業時から警報時間は２秒となっている。

地震計は７箇所（海岸地震計２、沿線地震計５）設置されている。

４．東海道新幹線（ＪＲ東海）は、平成19年度に、さらに６箇所を増設する予定。

５．海岸地震計：早期地震警報を行うために海岸等に設置している地震計。

沿線地震計：各路線に概ね等間隔に設置している地震計。

海岸地震計： 8箇所
沿線地震計：23箇所

海岸地震計：14箇所
沿線地震計：25箇所

海岸地震計：15箇所
沿線地震計：47箇所

現 状

平成18年3月実施済平成18年度平成18年度実施予定年度

2箇所
(海岸地震計)

26箇所
(沿線：25、海岸：1)

28箇所
(沿線地震計)地震計の増設

平成18年3月実施済平成17年8月実施済平成18年秋実施予定年度

３秒→２秒警報時間の短縮

項目
ＪＲ西日本ＪＲ東海ＪＲ東日本

事業者名

注１
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項目
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事業者名
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